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代表取締役副社長の山田でございます。
それでは、第1四半期の決算についてご説明いたします。
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まずは、第一四半期決算と通期業績予想です。
4ページをご覧ください。
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初に、第1四半期決算の全体状況をお話しします。

受注高は、前期に計上した大型の複数年契約案件の反動減により対前年同期比で
797億円の減となりました。

一方、売上高は、対前年同期比で417億円の増収となりました。

営業利益は、対前年同期比で3億円の増益となりましたが、税金等調整前純利益や
四半期純利益は、主に為替の影響で対前年同期比で減益となりました。

それぞれの詳細につきましては、次ページ以降でご説明いたします。

5ページをご覧ください。
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まずは受注高です。

受注高については、ＧＢは前年を上回ることができましたが、それ以外のセグメントでは前年を
下回りました。

これは、期末の決算説明会でご説明した通り、前期は大型複数年契約の案件を
複数計上しておりましたが、当第一四半期にはその反動減が出ております。
Ｐ＆ＦやＥ－ＩＴの減少理由はまさにその反動減でして、GBもｅｖｅｒｉｓ社の新規連結効果が
約270億円あるものの、反動減要素もあってご覧の数字となりました。

受注残高は過去 高水準で推移しており、受注高の数字が弱めに見えるのは、あくまでも
一時的な動きである、とご理解ください。

6ページをご覧ください。
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次に売上高です。売上高については、国内外すべてのセグメントで増収となりました。

Ｐ＆Ｆは、昨年度までに発生していた既存の統合ＩＴソリューションサービスの規模縮小も
なくなり、ビジネス規模は下げ止まってきたと言えます。

またＥ‐ＩＴは、56億円の増収となり、前年同期比10％増となっておりますが、一過性の
増収要素も含まれており、通期については、前期比1％の増収見通しを変えておりません。

Ｓ＆Ｔについては、昨年度から引き続き増収基調を維持しております。

ＧＢは356億円の増収となっています。これには、everisの新規連結影響が約220億円、
円安による為替影響が60億円弱含まれますが、北米・EMEA・ソリューションズにおける
現地通貨ベースでのオーガニックグロースも、増収に貢献しています。

結果、全社では対前期417億円の増収となっており、通期目標達成に向けて順調なスタートを切る
ことができたと思っております。

7ページをご覧ください。
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次は、営業利益のご説明になります。

まず、 重要経営課題の1つである不採算案件についてですが、当第一四半期の発生額は、前
年同期と比べて20億円増加の74億円となりました。

セグメント別ではＰ＆Ｆにおいて不採算増加、Ｅ－ＩＴにおいては減少となっており、それぞれの減
益、増益の主な理由にもなっています。不採算74億円の内訳については、昨年度から
状況をご報告している既存６案件における追加発生額が約50億円、残りは
その他複数案件の積み重ねです。

既存６案件については、既に３案件がカットオーバーしており、残りの３案件についても、
もう少しで収束していきます。

新規不採算の発生については、プロジェクト審査委員会などのコントロール策によって
通期予想達成に影響を与えないよう管理できると思っております。

また、ＧＢについては、新規連結となったｅｖｅｒｉｓ社について、のれんやＰＰＡの償却も含めた
トータルの連結影響は、マイナス６億円となり、減益の主要因となりました。

ただし、これは通期予想に織り込み済みですので、ほぼ想定通りと捉えて頂いて構いません。

8ページをご覧ください。
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続きまして、8ページは営業利益の単体、グループ会社別になります。

今回の決算における営業利益の結果をまとめますと、

単体における、不採算の金額増加、連単差額における、のれん、ＰＰＡの償却費の増加を、
単体の増収と原価率改善、及び販管費の減少により増益を確保した、と言えます。

受注、売上については順調なスタートを切ったと申し上げましたが、利益に関しては
多少厳しいスタートであると思っております。

9ページをご覧ください。
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このスライドはセグメント利益、税金等調整前純利益になります。

今回は、各セグメントにおいて、営業外や特別損失の増減要素は特にありませんでしたので、増
減の大部分は営業利益の影響になります。

なお、全社の連結値としては、３月末から為替が円高に動いているため、為替差損益が
マイナスに効いており、その結果、対前年同期比で17億円の減益となっています。

以上が、第1四半期の決算に関するご説明になります。

続きまして、10ページをご覧ください。
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通期の業績予想についてご説明いたします。

受注、売上については、繰り返しになりますが、第一四半期で順調なスタートを切りましたので、引
き続き当初の予想達成に向けて取り組んでいきます。

一方、利益については、多少厳しいスタートとなってしまいました。

特に不採算案件については、損失発生のペースが、当初予想を多少上回っていると
捉えています。しかし、既存の６つの不採算案件の収束も見えてきましたし、その他の
新規案件も今のところ大きな問題にならないようにコントロールしていますので、
通期営業利益目標である850億円は達成可能な状況です。

前年度からの好調な受注を背景に、更なる売上と粗利益の獲得を図り、コスト削減も手綱を緩め
ずに進め、引き続き当初予想達成を目指してまいります。

業績数値に関するご説明は以上です。
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続きまして、 近の事業環境と当社の取り組み事例について、ご説明いたします。

12ページをご覧ください。
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まず、Ｐ＆Ｆの事業環境になります。

Ｐ＆Ｆ全体としては直近で大きな変化はありませんが、改めていくつかの分野について状況をご説
明します。

公共分野においては、社会保障・税番号、いわゆるマイナンバー制度について、2016年1月の利
用開始に向けて、政府・自治体・金融機関・民間企業で導入に向けた動きが
進められていくと見られることについて大きな変化はございません。

当社も、積極的にマイナンバー関連ビジネスに取り組んでおりますが、
中央府省関連ビジネスの全体の環境という意味では、入札等における競争激化や
コスト削減要求の高まりにより厳しい市場環境という認識であり、まだ大きな伸びには
至らないだろうと見ております。

一方で、金融分野においては、大手銀行や証券会社等での需要が堅調に推移すると
見ております。

例えば大手銀行では、グローバル展開に伴う海外でのＩＴ投資の動きが引き続き見られます。

また、大きな成長は難しいと見ていた協同組織金融機関向けビジネスにおいても、
組織の見直し、業務の外部委託などによるコスト効率向上施策を通じて、ITの
戦略的領域への投資を進める動きもでております。

13ページをご覧ください
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続いて、Ｅ‐ＩＴの事業環境です。

Ｅ－ＩＴについても直近で大きな変化はありません。

日本国内の事業会社においては、景況感が改善されつつあるため、ＩＴ投資の増加も
顕在化している状況ですが、

新興国の成長鈍化や原材料の高騰等の下振れリスクの懸念から、大きな投資拡大となるかは今し
ばらく注視が必要だと見ております。

業界別にＩＴ投資需要をみますと、

ＩＴ投資の絶対額が大きいテレコム業界においては、依然としてコスト削減要求は強く、厳しい状況で
す。

また、製造業ではグローバル競争力強化にむけた海外拠点へのＩＴ投資がある一方、
先ほど申しました新興国リスクからＩＴ投資に対しては依然慎重な状況です。

一方で、電力業界における、スマートメーターや電力小売自由化対応に対するＩＴ投資や、

流通業では、オムニチャネル戦略による売上拡大を目的としたＩＴ投資などの需要が
期待できます。

また、Ｓ＆Ｔの事業環境については、ＢＣＰ対応を背景に引き続き堅調な状況です。

従来からのご説明している通り、当社としては、Ｐ＆Ｆ、ＥーＩＴを含めた国内ビジネスの
さらなる拡大のために、Ｓ＆Ｔカンパニーの事業活動は非常に重要だと考えています。

14ページをご覧ください。
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後にグローバルビジネスの事業環境についてご説明します。

北米については、経済の勢いは弱まっていますが、それでも、ＩＴ投資需要は底堅い動きを
続けています。

ＥＭＥＡについては、イタリアのＩＴサービス市場の回復見通しが立たず、イギリス、ドイツでは
プラス成長が見込まれる、という状況で大きな変化はありません。

続いて、スペイン・ラテンアメリカのＩＴサービス市場については、プラス成長となる見通しですが南米
各国の通貨が対ユーロで下落していることは注意して見ていかないといけない状況です。

また、ソリューションズと記載されているのは、ＳＡＰビジネスを担う当社グループ会社群に
なりますが、こちらのＩＴサービスマーケットは引き続き堅調に伸びております。

事業環境については以上です。 後に、 近の当社グループのトピックスをいくつか
ご紹介したいと思います。

15ページをご覧ください。
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まず、Ｐ＆Ｆにおいては、輸出入の行政手続きや貨物管理等を行う官民共同利用型
システムである、ＮＡＣＣＳの第６次システムの構築、保守等を受注したことや、
新たなバンキングシステムセンターの「BeSTAcloud」がフィデアグループ様に対して
サービスの本格提供を開始したことが挙げられます。

次に、Ｅ‐ＩＴです。
昨年のちょうどこの時期に、東京電力様のスマートメーター運用管理システムの
基本契約締結を、ご報告いたしましたが、今回、スマートメーター案件について、新たに、
他の電力会社様からも採用を頂くことができました。
本システム構築で得たノウハウを活用し、さらなる他電力会社様への展開を進めていきます。

また、企業の業務システムの構築基盤ソリューションである「イントラマート」について、
導入実績社数が3,300社に急増しています。
この背景には、1998年の販売開始当初から定評のある製品力に加え、新たな
製品ラインナップの導入や、イントラマートをベースとしたＥＲＰである「ビズインテグラル」の
急速な市場浸透などが挙げられます。

16ページをご覧ください。
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続いて、Ｓ＆Ｔにおいては、高度なマーケティングを可能とする、
「ビズエクサースオムニチャネル」の提供を開始しました。
従来の消費者情報の統合に加え、自社の商品情報、在庫情報、注文情報を
あらゆるチャネルから集めて一元管理するクラウドサービスです。
小売、流通、製造業界でのシステム構築実績や、ECシステム、POSシステム、
コールセンターシステムの構築実績でのノウハウを生かし、本製品の販売展開をしていきます。

また、大規模災害に対しても安心・安全な都市型データセンターとして、
「品川データセンター」を開設しました。
ITインフラの運用・管理に課題を抱える大手企業を中心に、プライベートクラウドの提供や、
ITアウトソーシング事業の拡大を図る予定です。

後に、グローバルビジネスです。
英国では、ＮＴＴデータ ＵＫを通じ、英国財務省からCore ICT 2015プログラムの一端を担う
システムを受注しております。
また、ドイツでは、アイテリジェンス社を通じ、エネルギー・公共分野を中心に
SAPホスティング・サービス、ITコンサルティング等の提供を行うGISA社の子会社化を
行いました。

ここで挙げた事例はごく一部ですが、当社のグローバル戦略は着実に実績を
積み重ねていると思っております。

今回の決算では、依然、不採算案件の損失処理によって大きな増益を示すことが
できませんでしたが、ここに挙げたトピックスや受注、売上の実績が示すように、ビジネスの
成長は着実に実現しています。
よって、引き続きブレることなく中期経営計画の施策を進め、今年度の通期目標と、
中期目標の達成を目指して行きます。

以上で私の説明は終了いたします。どうもありがとうございました。
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（説明省略）
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